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２．地球温暖化問題とＩＣＴ

○２１世紀末の世界平均地上気温の上昇は、２０世紀末と比較して、環境の保全と経済の発展を地球規

模で両立する社会で約１．８℃（１．１～２．９℃）、化石エネルギーを重視しつつ高い経済成長を実現す

る社会で約４．０℃（２．４～６．４℃）と予測

○京都議定書第１約束期間（２００８～２０１２年）における目標達成に向け、各国は温室効果ガスの削減

のための取組を実施（日本は６％削減目標）

○２０１３年以降のポスト京都議定書の枠組み構築に向けた動きが近年活発化（ＣＯＰ、Ｇ８サミット等）
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○ CO２排出削減のためには、ＩＣＴ分野自体の省

CO２化が必要

○ さらに、ＩＣＴを利活用することにより、生産・消

費・業務活動の飛躍的な効率化、交通代替や

渋滞緩和等によるCO２排出削減に貢献するこ

とが可能

○ ＩＣＴを用いて環境計測・環境予測が可能

１．地球温暖化問題の現状

２．地球温暖化問題とＩＣＴ
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３．ＩＣＴ分野の電力消費量及びCO２排出量
＜通信分野の電力消費量と2012年内訳＞ ＜放送分野の電力消費量＞

＜ＩＣＴ分野全体の電力消費量＞
＜ＩＣＴ分野全体のＣＯ２排出量＞

２０１２年において、通信分野・放送分野を合わせたＩＣＴ分野全体で７３０億ｋＷｈの電力が消費され、 ３０
００万トンのCO２が排出されると推計（１９９０年度の日本のCO２排出量の２．４％に相当）

※ 電力消費量からＣＯ２排出量への換算は、電気事業連合会が公表している各年度のＣＯ２排出原単位の実績値を使用。２００７～２０１２年度は２００６年度実績値０．４１０ｋｇ－ＣＯ２／ｋＷｈを使用

※ 前提とした省エネ対策：データ
センタの空調・給電の省エネ、
トップランナー制度の適用

ＣＯ２排出
量を試算
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４．ＩＣＴの利活用によるCO２削減効果

上記１９のICT利活用シーンにより、２０１２年において、６８００万トンのCO２排出削減効果が生じると推計
（２００５年度の日本のCO２排出量の５．０％、１９９０年度の日本のCO２排出量の５．４％に相当）

注） 割合は2005年度における日本国の温室効果ガス総排出量に対する割合を示している。
注） テレワーク、ＩＴＳ、ＢＥＭＳ、ＨＥＭＳについては、京都議定書目標達成計画に記載されているＣＯ２削減量を効果とした。

ICTの利活用によるCO２削減効果



5

2.2 2.3 2.4 

2.5

5.0
5.4

-6.0 

-5.0 

-4.0 

-3.0 

-2.0 

-1.0 

0.0 

1.0 

2.0 

3.0 

2006年度 2010年度 2012年度

CO2排出量（放送＋通信）

CO2削減量

1
9
9
0
年
度
の
日
本
の

Ｃ
Ｏ
2
総
排
出
量
に
対
す
る
割
合
（
％
）

3000万トン

6800万トン

差し引きトータルの
ＩＣＴによるＣＯ２排出削減量

3800万トン（3.0%）

2.3％2.2％ 2.4％

5.0％

2.5％

ＩＣＴ利活用によるCO２排出削減効果

ＩＣＴ機器等の使用によるCO２排出量
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５．ＩＣＴ分野のCO２排出量及びＩＣＴの利活用によるCO２削減効果
＜ＩＣＴ分野全体のＣＯ２排出量とＩＣＴの利活用によるＣＯ２削減効果＞

２０１２年において、ICT分野で３０００万トンのCO２が排出されるが、ICTの利活用により６８００万トンの
CO２排出削減効果が生じるため、３８００万トンのCO２排出削減に貢献（１９９０年度の日本のCO２排出量の
３．０％に相当）

※ 本試算には効果が即時的には現れない「削減ポテンシャル」も含まれており、このポテンシャルを現実のものとするための取組が必要



６．ＩＣＴによるさらなるＣＯ２排出削減に向けた方策

データセンタ、ＡＳＰ・ＳａａＳに関する環境配慮対策の実施
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【データセンタ事業者の場合】

・ ＰＵＥ（電力利用効率＝データセンタ設備全体の消費電力／ＩＣＴ機器の消費電力）

・ ＣＯ２排出係数（電力使用量からＣＯ２ 排出量を換算する際に用いられる係数。クリーン電力の利用度により変化）

【ＡＳＰ・ＳａａＳ事業者の場合】

・ サービスの環境負荷原単位＝ＡＳＰ・ＳａａＳサービス１単位当たりのＣＯ２排出量（または電力消費量）

→ ＡＳＰ・ＳａａＳのサービスは多種多様であることから、今後環境負荷原単位の設定・確認方法の確立に向けて、ＡＳＰ・ＳａａＳ協議会
等の場において詳細検討を実施することが期待

＜データセンタにおける消費電力＞

→ データセンタ事業者及びＡＳＰＳａａＳ事業者の省ＣＯ２評価指標の設定

データセンタやＡＳＰ・ＳａａＳを利用する場合のエネルギー効率を比
較する指標がユーザに提示されれば、ユーザが本指標も参考に
データセンタ事業者やＡＳＰ・ＳａａＳ事業者を選択することが可能と
なり、事業者によるエネルギー効率に向けた取組の促進に有効

膨大な情報管理の省エネ化の推進

→ 利用頻度が著しく低いアーカイブデータについては、光ディスク等消費電力が少ない保存方法への移行を促進

光ディスクは日本発の技術であり国内企業が多数の知的財産権を所有、製品も多数生産していることから、我が国の国際競争力強化
の観点からもその促進が有効

ＩＣＴによる環境に配慮した取組の促進

ＩＣＴ利活用の普及を促進することにより、低炭素社会の実現へ貢献

・ 企業・家庭に対するインセンティブ付与

・ 社会システムのＩＣＴ化の促進／ＩＣＴの利活用による低炭素型都市モデルの構築

・ ＣＯ２排出削減効果の簡易な評価手法の確立、国際標準化の推進

・ 普及啓発の推進



７．ＣＯ２排出削減に資するＩＣＴ研究開発(1) –社会ｲﾒｰｼﾞとＩＣＴｼｽﾃﾑ-

7

○世界のあらゆる場所で、全て光信号のまま
伝送するネットワークが展開

○地球全体規模から都市規模までのあらゆる
規模でCO2計測を実施

○個々人の周囲だけの快適な冷暖房

○小型蓄電装置を用いた消費電力の管理

○感触も実感できるオンラインショッピン
グ、バーチャル観光

○新聞は電子ペーパーに毎日配信

○照明は自動的にオン/オフ

共通的なICT利活用

エコ物流・安全交通システム

ITSやエコドライブにより、事故

や渋滞を無くし、燃料消費を最小
化することにより、人や物の移動
を最適化し、エネルギーの利用効
率を改善する。

高度生産・購買・流通
支援システム

RFIDの活用等により物の在庫

最小化を実現し、物の生産を効
率化する。さらに、検品や保管の
効率化、位置情報の活用により、
流通の効率化を実現する。

Ⅰ 「生産・流通・輸送」のシーン Ⅱ 「事務所・店舗」のシーン Ⅲ 「一般家庭」のシーン

視覚や聴覚に加え、触覚、味覚、臭覚等の伝達を可能とするシステムにより、遠
隔会議、テレワーク、遠隔医療等、あるいは、オンラインショッピング、擬似旅行体
験システム等を実現し、人や物の移動を代替し、エネルギーの消費を削減する。

【プロアクティブHEMS】

省資源システム
電子ペーパー等の実現によりカタログ、会議資料等の紙の使用量を削減する。

また、オフィススペースや自転車などの資産を多くの人々と共用利用することで有
効活用を図る。さらに、冷蔵庫内の管理等により、食品の廃棄量を削減する。

【プロアクティブBEMS】

一般家庭や事務所・店舗において、人の行動や位置の情報を活用し、空調、照
明、給湯等を先回りして最適にコントロールすること（プロアクティブ機能）により、
あらかじめ個別に設定された電力量を超えることをなくし、積極的にエネルギーの
消費を削減する。

エコ・エネルギー・マネジメントシステム

テレ・リアリティシステム

Ⅳ 共通的なICT利活用等

ICT機器・ネットワーク自体の
省エネルギー化

全光ネットワークや新しいネットワー
クアーキテクチャ等により省エネル
ギー化を図る。

環
境
情
報

環境情報の流通・分析
・判断・制御

ネットワークを通じて流
通した環境情報を分析・
判断し、CO2排出削減を
マネジメントする。

環境情報の計測
地球規模から都市空間規模に至
るまでのスケールで、ＣＯ２排出量
等計測し情報化する。

プロアクティブ機能を用いて、ビル
のエネルギーマネージメントを実施

プロアクティブ機能を用いて、家庭
のエネルギーマネージメントを実施

BEMS: Building Energy Management System HEMS: Home Energy Management System

（２） ２０３０年の社会イメージを実現するためのＩＣＴシステム

（１） ＣＯ２排出削減が実現された２０３０年の社会イメージ例
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７．ＣＯ２排出削減に資するＩＣＴ研究開発(2) - 研究開発課題-

技術分類 技術要素 技術概要とCO2排出削減に対する効果の例

新世代ネットワーク
技術

(a) 新世代ネットワークアーキテクチャ 新たなネットワークの基本設計を行う技術。ネットワークの無駄な処理をなくすことにより、消費電力を削減。

(b) 最先端のフォトニック・ノード
新世代の超高速フォトニックネットワークを実現するためのノード技術。オール光ネットワークの構築により、ネットワー

ク全体の低消費電力化を実現。

(c) 異種ネットワークシームレス接続技術
固定IPネットワークとワイヤレス/モバイルネットワークとを統合する技術。路車間、車車間通信等を構築し、渋滞のな

い効率的な輸送等を実現。

(d) ユビキタスアプライアンス(端末)による個人
認証・課金システム基盤技術

ICカード等の個人認証技術、セキュアな決済サービス等課金システムを構築するための技術。企業間の高度な情報
共有を実現し、在庫の最小化等、物の生産の効率化を実現。

(e) ユビキタス・プラットフォーム統合化技術 センサやネットワーク機器、端末などから情報を収集し、統合する技術。事務所内や家庭内の消費電力を最適化。

(f) ユビキタス端末技術 タグやセンサ等と様々なサービスとの連携を実現する端末技術。個別商品管理による最適生産を実現。

ICT安心安全技術
(g) ネットワーク網管理技術

ネットワークの安定で信頼性の高い利用を実現する管理技術。交通情報をセキュアに取得し、車両運行管理や輸配
送へ反映すること等により、渋滞のない効率的な輸送等を実現。

(h) 悪意ある通信の遮断技術
悪意をもった通信による被害を最小化するための技術。車両運行管理をセキュアに保ち、渋滞のない効率的な輸送

等を実現。

(i) 認証成りすまし等の防止技術
改ざんされていないこと、個人が正しくその本人であること等を確認・証明するための技術。コンテンツの発信元から

到着まで成りすまし等からコンテンツを確実に守ることにより、信頼ある商取引を実現し、人や物の移動軽減を図る。

(j) 計測・センサ・宇宙システム技術 CO2をはじめとする温室効果ガス等の地球規模の分布を精密に計測する技術。

(k) ネットワークロボット技術
様々なタイプのロボットをネットワークを通じて協調・連携させるための技術。事務所内や家庭内において、省エネ意

識の喚起等を実現。

ユニバーサル・コミュ
ニケーション技術

(l) 情報信頼性分析技術
情報の信頼性や有効性を判断するための技術。提供される交通情報の信頼性や有用性を確定することにより最適な

輸配送が決定でき、無事故で渋滞のない効率的な輸送等が実現。

(m) 音声言語処理技術
異なる言語によるリアルタイムで自然な対話を可能にするための技術。言語の障壁を取り除いて、個人の多様な要求

を理解できるICTを用いた会議等が行われ、海外出張等による人の移動の軽減が実現。

技術分類 技術要素 技術概要とCO2排出削減に対する効果の例

新世代ネットワーク
技術

(a) 可視光通信技術 照明を活用して、低消費電力ワイヤレスアクセスを実現する技術。家庭内の消費電力を最適にコントロール。

(b) 直流電源融合高速通信技術 直流電力線を利用してPLCを実現する技術。事務所内の消費電力を最適にコントロール。

(c) 省電力近距離無線通信高度化技術
近距離通信を低消費電力で実現する技術。センサ等の消費電力の低減化を図り、コスト削減と共に、アクティブ型セ

ンサの普及促進を実現。
ICT安心安全技術 (d) エコ・ドライブ技術 自動運転等により最小エネルギーで目的地に到達できる技術。

(e) 高度ドライブレコーダ技術 車両等の運転における様々な走行データを蓄積・処理・分析する技術。渋滞のない効率的な輸送等が実現。

(f) パワーセンシング・分析技術
事務所や家庭内の電力消費量を計測・収集し、人の行動を分析する技術。分析された情報を基に、消費電力を最適

に制御。

(g)地域内電力制御技術
地域内に分散設置されている多数の燃料電池・太陽電池等から発生する電力や小型蓄電設備に蓄積されている電

力と、家庭・事務所等で消費される電力とを、効率的かつ電力系統に障害を与えないよう安全に管理・制御する技術。

（１）共通性の高い技術

（２）新たに研究開発に取り組むべき技術
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８．提言

（１）「経済成長と利便性の向上を追求しつつ地球温暖化問題へ積極的に貢献できるＩＣＴ」というコンセプトを国内外に
積極的に発信し、その認知度の向上を目指すべきである。

（２） ＩＣＴの利活用による低炭素社会の実現という観点から、様々な分野の社会システムのＩＣＴ化を推進し、電子政府・電
子自治体等既にＩＣＴ化された社会システムのより一層の普及を促進すべきである。また、ＩＣＴの利活用による低炭素
型の都市モデルの構築を推進すべきである。

（３） ＩＣＴによるＣＯ２排出削減効果の評価手法を国際的なレベルで確立し、標準化を進めるべきである。

（４） 企業の自主行動計画等の取組にＣＯ２排出削減量を算入することを可能とする仕組みを導入すべきである。また、
発展途上国のＣＤＭへの活用に向けた取組も検討すべきである。

（５） データセンタ、ＡＳＰ・ＳａａＳにおける環境配慮対策を推進すべきである。アーカイブデータについては、光ディスク等
消費電力が少ない保存方法への移行を推進するなど、情報管理におけるＣＯ２排出削減対策を進めるべきである。

（６） 企業におけるＩＣＴによる環境に配慮した取組や、家庭における消費電力の「見える化」等を推進するための支援措置
について検討すべきである。

（７） ＩＣＴによる環境負荷低減事例をベストプラクティスとして周知したり、表彰制度を設けるなど、社会全体への普及を
推進すべきである。

（８） エネルギーの流れの情報化により電力の消費と供給をマネジメントする「エコ・エネルギー・マネジメントシステム」や、
ペーパーレス化社会を実現する「省資源システム」、「ＩＣＴ機器・ネットワーク自体の省エネルギー化」、「環境情報の
計測」等の研究開発を推進する必要がある。

（９） 上記ＩＣＴシステムに共通する新世代ネットワークアーキテクチャ等の技術要素の研究開発を進めるとともに、ＣＯ２

排出削減の観点からＩＣＴ分野として新たに研究開発すべき技術要素についても今後推進していく必要がある。
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【参考１】通信分野の電力消費量の試算に用いた予測データ

＜電力消費量の算出対象＞ ＜ユーザ側通信関連機器の稼働台数＞
（２０１２年度）

＜加入者（契約）数＞
（２０１２年度）

※ 現状のトレンドに基づき推計。ブロードバンドサービス及び携帯電話
の加入者数は「２００７年度通信機器中期需要予測（情報通信ネット
ワーク産業協会（ＣＩＡＪ））」に基づく

固定通信
ユーザ側装置

単体電話、FAX、TA、モデム等 １０，４００万台

移動体通信
ユーザ側装置

携帯電話、PHS、WiMAX １３，０００万台

PC（家庭用） 家庭用パソコン ３，３００万台

PC（業務用） 業務用パソコン ３，４００万台

プリンタ インクジェットプリンタ、
ページプリンタ

４，５００万台

サーバ サーバ ４００万台

ストレージ ネットワークストレージ ３，４００，０００TB

メインフレーム メインフレーム ５，８００台

ルータ ルータ（無線LAN機能を含む） ３，１００万台

LANスイッチ LANスイッチ ９００万台

金融端末等 CD、ATM、デジタルキオスク端末 ２３万台

家庭用
マルチメディア端末

PDA、ゲーム機、車載端末 ８，０００万台

RFIDリーダ／
ライタ

RFIDリーダ／ライダ １，５００万台

※ 出荷統計に残存モデルを考慮して算出
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【参考２】 ＩＣＴの利活用によるCO２削減効果と試算に用いた主な普及率等



【参考３】一般ユーザのＩＣＴ利活用によるCO２排出削減事例

県庁における「行政情報提供システム」の導入
（香川県庁）

２ｔｰCO2排出削減（９５％の削減効果） １８ｔｰCO2排出削減（９０％の削減効果）

○ ＩＣＴによる環境負荷低減事例を募集し、ＣＯ２ 排出削減効果を定量評価を実施。

・ 募集事例：４４件（うち、３９件について定量評価を実施）

・ 応募企業・団体：三越、ハウス食品、香川県庁、栗山農業振興公社、中野区役所、札幌医科大学、ながぬま農業組合 等

・ 応募事例全体で削減されるＣＯ２ 排出量：２７万ｔ－ＣＯ２／年（削減率：９３％）

【具体例】

リモートセンシング技術を活用した
「農地衛星解析サービス」の導入（ながぬま農業組合）
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【参考４】 ＣＯ２排出削減に資するＩＣＴ研究開発

13

CO2排出削減に資するICT分野の研究開発例

レーザー光によるCO2濃度の測定

○ 大気中にレーザー光を照射し、大気中の
CO2濃度を算出

○ 現在、地上設置型の測定装置の開発に
成功（NICT）

○ 今後、航空機搭載型及び衛星搭載型の
開発を進め、地球規模でのCO2濃度測定
を実現する

プロアクティブHEMS

○ 人の行動や位置の情報を活用し、空調、
照明、給湯等を先回りして最適にコント
ロール（プロアクティブ機能）

○ エネルギーのバッファー機能によりマネー
ジメントを実現

○ 設定された電力量以下に消費電力を管
理することにより、利便性を損なわず、か
つCO2排出量を削減
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